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平成１９年度主要事業説明資料 

 

Ⅰ 予算編成の基本方針 

平成１８年３月２７日に合併し、本市の予算編成も２年目を迎えました。 

本年度の予算編成にあたっては、山武市としての一体性の確保と、均衡ある発展及び財

政基盤の安定強化を、より一層推進することを目標に置きました。 

また、厳しい財政状況の中で、事業の緊急性と重要性を勘案し、各部において事業単位

による重点配分方式を採用しました。 

 さらに、地方分権が進む中、地方交付税の算定方法の変更などを考慮しつつ、合併による

メリットを最大限に活用し、効率的かつ効果的な予算編成にあたりました。 

 

Ⅱ 予算規模 

・ 一般会計                  ２０５億５,０００万円 

・ 国民健康保険特別会計（事業勘定）       ６５億６,８４０万円 

・ 国民健康保険特別会計（直営診療施設勘定）    １億３,１８０万円 

・ 老人保健特別会計               ３７億９,６９０万円 

・ 介護保険特別会計               ３１億５,３５０万円 

・ 農業集落排水事業特別会計           ２１億４,３９０万円 

・ 水道事業会計（収益的支出＋資本的支出）     ５億６,０６９万９千円 

・ 松尾自動車教習所事業会計（収益的支出）     １億８,６２７万６千円 

 

Ⅲ 一般会計 

 １ 予算規模 

    一般会計予算は、前年度に比べて３．０％増の２０５億５，０００万円を見込みました。増

加した要因は、蓮沼小学校講堂及び成東小学校屋内運動場の建設、農村振興総合整

備事業や公債費の増などによるものです。 

 

 ２ 予算の特徴 

（１） 本年度は、前年度に引き続き堅実な財政運営を基本とし、合併したメリットを最大限

に活用し、一体的なまちづくりに関する事業を推進するため、「ふさのくに交付金」や返

済に有利な合併特例債などの財源を効果的に取り入れました。 

（２） 合併前から継続的に実施してきた事業については、市全体の公平性を考慮したうえ

で、適確に予算措置するとともに、山武市として一体化を図るために必要な予算を計上

しました。 

（３） 国の施策である「三位一体の改革」の影響や県の財政動向を踏まえて財源を見込

んだうえで、なお不足する財源は基金の取崩しにより確保を図りました。 
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 ３ 歳入予算 

  ◇主な歳入科目 

    市税は、所得税から個人市民税への税源移譲に伴う増などを見込むとともに、景気の

ゆるやかな回復傾向から法人市民税の増を見込み、前年度に比べ６億９，０９８万６千円

（１３．２％）増の５９億４，４４４万３千円を予定しました。 

    地方譲与税は、三位一体の改革の推進に伴う所得譲与税の廃止等に伴い、前年度に

比べ４億２，７００万円（４８．７％）減の４億５，０００万円を予定しました。 

    地方消費税交付金は、前年度に比べ５，０００万円（１０．０％）増の５億５，２００万円を

予定しました。 

    地方交付税のうち普通交付税については、新型交付税算出方法を取り入れ、合併に

よる普通交付税の算定替特例を考慮し、前年度に比べ１億２，０００万円（２．４％）増の、

５０億９，０００万円を予定しました。また、特別交付税については、合併に伴う特殊需要

の算入を見込み１億３，２００万円（３３．６％）増の５億２，５００万円を予定しました。 

    使用料及び手数料については、前年度に比べ４３１万７千円（１．３％）減の３億３，６３０

万円を予定しました。 

    国庫支出金は、生活保護費負担金、介護給付費負担金、児童手当負担金などを含む

１０億５，９１４万２千円（２０．３％増）を予定しました。 

    県支出金は、保険基盤安定負担金、合併に伴う財政支援のふさのくに交付金、県民

税徴収事務委託金などを含む１０億６，９２８万４千円（３５．５％増）を予定しました。 

    繰入金は、不足する財源を補うために繰り入れる財政調整基金繰入金１６億２，７７０万

１千円をはじめ、総額１８億１，９４８万６千円（１１．５％減）を計上しました。 

    諸収入は、給食事業収入や成田国際空港周辺対策交付金などを含む６億７，１７８万

８千円（４．３％増）を予定しました。 

    市債は、学校教育施設整備事業に充てる教育債の他に、本年度も前年度に引き続き

合併特例措置による地域振興基金積立事業債や臨時財政対策債などを含む２０億７８０

万円（１．９％増）を計上しました。 

 

 ４ 歳出予算 

（１） 目的別歳出 

  歳出予算の主なものを目的別に見ますと、総務費では、地域振興基金の積立てを含

む基金管理費、（仮称）さんぶの森交流センター整備事業や共同利用施設建設事業（原

横地地区）など３７億５，００１万１千円（３．６％減）を予定しました。 

  民生費で金額の大きなものを見ますと、社会福祉協議会補助金を含む社会福祉総務

費、障害者自立支援事業、保育所運営事業、児童手当支給事業及び生活保護費並び

に国民健康保険特別会計、老人保健特別会計及び介護保険特別会計への繰出金など

４６億１，５２８万３千円（４．５％増）を予定しました。 
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  衛生費では、乳幼児医療費対策事業及び老人保健事業並びに山武郡市広域行政組

合（し尿処理分）、山武郡市広域水道企業団、国保成東病院、東金市外三市町清掃組

合及び山武郡市環境衛生組合への負担金や水道事業会計繰出金など２７億７，４５０万

８千円（微増）を予定しました。 

  農林水産業費は、広域農道整備事業、農村振興総合整備事業及び経営体育成基盤

整備事業や農業集落排水事業特別会計繰出金など９億８，２５２万３千円（１３．０％増）

を予定しました。 

  商工費は、商工会運営費補助金を含む商工業振興事業、中小企業運営資金利子補

給補助金を含む中小企業振興事業や海水浴場安全対策事業及び海岸維持管理事業

など１億５，８６８万１千円（８．７％減）を予定しました。 

  土木費は、地籍調査事業、道路維持補修事業、幹線道路整備事業、生活道路整備

事業、緊急地方道路整備事業、排水路整備事業及び県の作田川改修事業に伴う橋りょ

う架換工事等負担金を含む作田川関連市道整備事業や街路事業など１３億８，９１８万６

千円(１．５％増)を予定しました。 

  消防費は、常備消防事業の山武郡市広域行政組合負担金のほか、消防団運営事業

及び消防ポンプ自動車等の購入費を含む消防施設整備事業など９億９，９０５万６千円

（１１．８％減）を予定しました。 

  教育費は、各小中学校及び幼稚園や社会教育施設の維持管理費、老朽化に伴う蓮

沼小学校講堂及び成東小学校屋内運動場の建設と山武南中学校のエレベーターの設

置を予定している学校施設整備事業、成東中央公民館の用地取得費を含む公民館管

理費や給食支給事業など３１億７，１４２万円（２１．１％増）を見込みました。 

 

（２） 性質別歳出 

  歳出予算の主なものを性質別に見ますと、人件費については、在任特例期間の満了

に伴う議員数の減等により、前年度に比べ１億４，６１７万８千円（３．２％）減の４４億５５３万

１千円となりました。 

 扶助費については、児童手当制度の改正により支給額が変更されたことや障害者自立

支援事業などにより、前年度に比べ２億１，９７５万円（１４．９％）増の１６億９，９３３万８千

円となりました。 

 公債費は、平成１５年度に借り入れた臨時財政対策債の元金償還が始まったことなどか

ら、前年度と比べ１億４，４５５万９千円（６．３％）増の２４億３,５９４万３千円を計上しました。 

 物件費は、清掃委託料や水質検査委託料など各種委託料の見直しや消耗品費等をは

じめとする需用費等の節減により、前年度に比べ３億４，８１９万４千円（９．５％）減の３３億

２,４５６万１千円を予定しました。 

 補助費等は、山武郡市広域行政組合負担金、山武郡市環境衛生組合負担金、東金市

外三市町清掃組合負担金、山武郡市広域水道企業団負担金などが主なもので、前年度
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に比べ２，５３３万１千円（０．８％）増の３３億４，４８１万６千円を計上しました。 

 積立金は、前年度に引き続き地域振興基金１０億円を積立てるほか基金利子の積立て

などで、１０億８，３９４万２千円（５．２％増）を予定しました。 

 繰出金は、各特別会計及び水道事業会計への繰出金等で、１４億６，９４１万９千円を予

定しました。 

 普通建設事業のうち、補助事業で、大きな増額の要因は、学校施設整備事業における

蓮沼小学校講堂建設及び成東小学校屋内運動場建設によるものです。その他に例年行

っている合併処理浄化槽設置事業補助などがあります。 

また、単独事業では、環境配慮工事が減となったものの、道路排水整備工事、道路改

良工事、交通安全施設工事などが主な事業費となっています。この結果、今年度の普通

建設事業費は、前年度に比べ６億２５１万３千円（３３．３％）増の２４億 1，４０２万８千円を

予定しました。 

 

 

Ⅳ 国民健康保険特別会計 

 第１  事業勘定予算 

１ 予算規模 

    国民健康保険特別会計事業勘定の予算総額は、歳入歳出それぞれ６５億６，８４０万

円を予定し、前年度に比べ５億３，９１０万円（８．９％）の増額となりました。 

 

２ 予算の特徴 

  （１） 国保財政の堅実な運営を基本としながら、財源の重点的、効率的な配分に努めまし

た。 

（２） 税率の統一による被保険者の急激な負担増を避けるため、一般会計から法定外の

繰入れを前年度に引き続き２億円を見込みました。 

（３） 医療制度改革に伴う保険財政共同安定化事業の創設により、６億２，１３４万７千円

の歳入及び６億５，２０８万９千円の歳出を新たに計上しました。 

 

 ３ 歳入予算 

  ・主な歳入予算 

国民健康保険税（料）は、前年度に比べ６，７９５万７千円（３．０％）減の２２億１，９８２

万２千円を見込みました。 

 三位一体の改革に伴い、国庫支出金は、前年度に比べ７，３７０万９千円（３．７％）減

の１９億３，２３３万５千円、県支出金は１，５２０万３千円（４．７％）減の３億８５８万９千円を

見込みました。 

    療養給付費等交付金は、退職被保険者の医療費の増に伴い前年度に比べ５，６２９万
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６千円（８．８％）増の６億９，９２７万円を見込みました。 

    繰入金は、保険基盤安定繰入金等の法定ルール分として３億３，８２５万１千円、法定

外として２億円及び財政調整基金から１億円の繰り入れを予定し、総額６億３，８２５万１

千円を見込みました。 

 

 ４ 歳出予算 

  ・主な歳出予算 

    総務費は、事務の遂行上必要な管理的経費や賦課徴収費に係る所要額３，２８９万２

千円を計上しました。（前年度に比べ１７６万１千円（５．１％）減） 

    保険給付費は、前年度に比べ１億９７４万５千円（２．６％）減の４０億８，３５８万１千円を

予定しました。 

    老人保健拠出金は、老人保健制度改正に伴い、受給者数が減少していることにより、

前年度に比べ２，８８７万４千円（２．８％）減の９億９，６３２万９千円を予定しました。 

    介護納付金は、介護給付費の増が見込まれることから、前年度に比べ４，８６６万４千

円（８．９％）増の５億９，３４１万９千円を予定しました。 

 

第２  直営診療施設勘定予算 

 

１ 予算規模 

  国民健康保険特別会計の予算総額は、歳入歳出それぞれ１億３，１８０万円を予定し、前

年度に比べ８８０万円（７．２％）の増額となりました。 

 

２ 予算の特徴 

  国保日向診療所の予算として、歳入については、診療収入を主とし、その他繰越金等に

より構成しました。 

歳出については、診療に関する医業費、人件費・施設管理費等による総務費を主として

構成しました。 

 

３ 主な歳入予算 

  診療収入につきましては、患者数が増加した前年度の実績を基に、前年度当初予算に比

べ１，２６７万２千円（１０．９％）増の１億２，９２２万８千円を予定しました。 

   繰越金につきましては、前年度歳入歳出の決算見込みにより２２万１千円（９．５％）減の

２０９万４千円の繰越を予定しました。 
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４ 主な歳出予算 

  総務費につきましては、前年度に比べ１３６万８千円（２．８％）減の４，７８３万２千円を予定

しました。 

  医業費につきましては、前年度に比べ１，２２３万３千円（１７．７％）増の８，１１７万９千円を

予定しました。これは、診療収入と同様に前年度患者数の増加に伴い、医薬品・血液検査

の増加によるものです。 

予備費につきましては、前年度に比べ２０６万５千円（４６．４％）減の２３８万９千円を予定

しました。前年度は医薬品の需要・薬価改正等の不確定要素を予備費として計上していま

したが、今年度は、医薬品の予算を増額し予備費は減額しました。 

 

 

Ⅴ 老人保健特別会計 

１ 予算規模 

老人保健特別会計の予算総額は、歳入歳出それぞれ３７億９，６９０万円を予定し、前

年度に比べ６，３８０万円（１．７％）の減となりました。 

 

 ２ 予算の特徴 

     老保財政の堅実な運営を基本としながら、次の点に留意し、財源の重点的、効率的な

配分に努めました。 

（１） 受給者数については、これまで老人保健制度の改正により老人医療該当年齢が７０

歳から７５歳に引き上げられたことに伴い、毎年老人医療受給者が減少していました

が、平成１９年１１月から７５歳到達による新規加入者が発生するため、その増員分と 

１０月までの受給者の減少を考慮しました。 

（２） これまで順次行ってきました、医療保険からの拠出金の引き下げと公費負担の引き

上げが平成１８年１０月から一定になったことを見込みました。 

 

 ３ 歳入予算 

  ・主な歳入予算 

   支払基金交付金は、前年度に比べ３，３２０万３千円（１．６％）減の１９億９，２９２万８千円

を見込みました。 

国庫支出金は、前年度に比べ１，９１５万５千円（１．６％）減の１１億９，１０５万５千円を見

込みました。 

   県支出金につきましても前年度と比べ４７８万９千円（１．６％）減の２億９，７７６万３千円

を見込みました。 

   繰入金も、前年度と比べ６６５万３千円（２．１％）減の３億１，４６４万９千円を見込みまし

た。 
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 ４ 歳出予算 

  ・主な歳出予算 

   総務費は、事務の遂行上必要な所要額６８８万３千円を計上しました。（前年度に比べ１

８６万４千円（２１．３％）減） 

   医療諸費は、一人当たりの老人医療給付費が増加するものの全体では受給者数が減

少しているため、前年度に比べ６，１９３万６千円（１．６％）減の３７億８，００１万５千円を予

定しました。 

 

 

Ⅵ 介護保険特別会計 

１ 予算規模 

   介護保険特別会計の予算総額は、歳入歳出それぞれ３１億５，３５０万円を予定し、前年

度に比べ１億５，０１０万円（５．０％）の増となりました。 

 

 ２ 予算の特徴 

     堅実な財政運営を基本としながら、内部管理的経費のより一層の節減に努めるととも

に、保険給付費及び制度改正による地域包括支援センターを設立して地域支援介護

予防事業を中心に、財源の重点的、効率的な配分に努めました。  

 ３ 歳入予算 

  ・主な歳入予算 

   第 1 号被保険者の介護保険料は、前年度比３，１７１万円（５．７％）増の５億８，９９０万６

千円を見込みました。 

 国庫支出金につきましては、地域支援介護予防事業や地域支援包括的支援事業に対

する負担割合と、保険給付費の伸びはあるものの、施設分の負担割合が２０％から１５％

（５％分は県が負担）に変わったことにより、前年度比４，６４２万 8 千円（６．３％）減の６億８，

９０３万円を見込みました。 

   支払基金交付金は、保険給付費の伸びによるものと、地域支援介護予防事業や地域支

援包括的支援事業に対する負担割合を加え、前年度比４，０６１万３千円（４．５％）増の 9

億４，９３７万２千円、県支出金は同様の理由に加え、施設分の負担割合が１２．５％から１７．

５％に変わったことにより、前年度比１億７１２万８千円（２９．１％）増の４億７，４８５万６千円

を見込みました。 

   繰入金は、保険給付費に対する市の負担割合（１２．５％）に応じた額と地域支援介護予

防事業に対する市の負担割合（１２．５％）、地域支援包括的支援事業に対する市の負担

割合（２０．２５％）に応じた額及び事務費の合計で、前年度比１，７０６万７千円（３．９％）増

の４億５，０３１万８千円を予定しました。 
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 ４ 歳出予算 

  ・主な歳出予算 

   総務費は、事務の遂行上必要最小限の所要額を見込み、前年度に比べ２１万１千円 

（０．４％）増の５，４９４万８千円を予定しました。 

   保険給付費は、介護サービスの利用増を見込み、前年度比１億２，０６７万円（４．１％）

増の３０億４，７１２万５千円を予定しました。 

   地域包括支援センターを拠点として要支援・要介護状態にならないよう予防推進すると

ともに、地域における包括的・継続的なマネジメント機能を強化するための地域支援事業

費は、前年度比２，９４０万２千円（２５７．６％）増の４，０８１万６千円を予定しました。 

 

 

Ⅶ 農業集落排水事業特別会計 

１ 予算規模 

   農業集落排水事業特別会計の予算総額は、歳入歳出それぞれ２１億４，３９０万円を予

定し、前年度に比べ１２億３，２２０万円（１３５．２％）の増額となりました。 

２ 予算の特徴 

（１） 現在整備を行っている「大平地区」、「大富地区」の２地区は、国・県・市債・受益者負

担金を財源として見込みました。 

（２） 供用を開始している「武野里地区」、「借毛本郷地区」の２地区の維持管理は、使用

料を財源として見込みました。 

 

３ 主な歳入予算 

    国庫支出金につきましては、大富地区の補助事業対象経費に対し、国庫補助率５０％

相当の前年度に比べ２億２，２２０万円（１１０．０％）増の４億２，４２０万円を見込みました。 

    県支出金につきましては、大平地区の補助事業対象経費に対し、国庫補助率５０％相

当の２億８，１６５万円、県費補助率２０％相当の１億１，０００万円を合わせて３億９，１６５

万円を農業集落排水事業補助金大平地区分として見込み、大富地区の補助事業対象

経費の県費補助率１０％相当の８，４００万円を農業集落排水事業補助金大富地区分とし

て見込み、県支出金合計で前年度に比べ２億５，９４０万円（１２０．0％）増の４億７，５６５

万円を見込みました。なお、国の補助分には事務費に対する補助を含んでいます。 

    繰入金は、一般会計から前年度に比べ４，１２５万２千円（３３．３％）増の１億６，５０９万

４千円の繰り入れを見込みました。 

    市債は、本事業に充当するため前年度に比べ６億９，８８０万円（２１９．０％）増の１０億

１，７９０万円）を計上しました。 
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４ 主な歳出予算 

    総務費は、事務の遂行経費となる総務管理費として前年度に比べ１，５５６万６千円（６

２．５％）増の４，０４９万円を予定し、その内主なものは職員人件費３，２９２万７千円です。 

    事業費は、前年度に比べ１２億２９５万２千円（１５２．５％）増の１９億９，１５２万９千円を

予定し、施設整備事業の主なものは、大平地区汚水処理施設建設工事として４億６，７９０

万円及び大富地区管路施設工事として７億３，５８５万２千円を見込みました。施設維持管

理事業の主なものは、汚水処理施設維持管理業務委託料として１，０９３万１千円及び光

熱水費４６６万２千円を見込みました。 

    公債費は、元金利子合計で前年度に比べ１，３６８万２千円（１４．０％）増の１億１，１１８

万１千円を見込みました。 

 

 

Ⅷ 水道事業会計 

１ 予算規模 

予算規模として収益的収入総額３億９，８２７万１千円、収益的支出総額３億２，３８６万９

千円、資本的収入総額１億６，４１８万９千円、資本的支出総額２億３，６８３万円を予定しま

した。 

 

２ 予算の特徴 

平成１９年度は水道創設事業（国庫補助事業）としては、最終年度にあたり、業務の予定

量として、年度末給水戸数２，４５０戸、年間総給水量５５８，２００m３、主要な建設改良事業

として配水管布設工事約４ｋｍ、消火栓設置２基、専用水道地区既設井戸撤去工事などを

予定しています。 

収支に関して前年度当初予算と比較した場合、収益的収入は１．６％増、収益的支出は 

３．２％減、資本的収入は７２．４％減、資本的支出は６３．５％減となっています。 

 

３ 主な収入予算 

水道事業収益の営業収益の主な収入として、水道料金などで１億３，２５８万４千円、営

業外収益の主な収入として、県の補助金などで２億６，５６８万７千円を見込んでいます。 

資本的収入の主な収入として、給水申込加入金、国庫・県補助金、企業債、一般会計

出資金などで１億６，４１８万９千円を見込んでいます。 

 

４ 主な支出予算 

水道事業費用の営業費用の主な支出としては、水道施設を維持管理するうえで必要な

機器保守定期点検の委託料及び修繕費などで２億４，３３８万円、営業外費用の主な支出

として、企業債に対する利息の支払いなど８，０４８万９千円を予定しています。 
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資本的支出の建設改良費の主な支出としては、配水管布設工事などで１億５，１２１万１

千円、その他、企業債償還金元金の支払いとして８，５６１万９千円を予定しています。 

 

 
Ⅸ 松尾自動車教習所事業会計 

 

１ 予算規模 

   自動車教習所事業会計は、業務の予定量を総数で２，３９６人とし、収益的収入の総額

を１億９，００４万９千円、支出の総額を１億８，６２７万６千円と予定しました。 

 

２ 主な収入予算 

   営業収益は、普通自動車等の教習料金及び公安委員会からの委託業務であります免

許取得時講習、初心運転者講習、高齢者講習の県支出金などで１億８，９６４万４千円、営

業外収益は庁舎施設使用料などで４０万５千円を見込んでいます。 

 

３ 主な支出予算 

   営業費用は、総務費、事業費、減価償却費などで 1 億８，０２７万６千円、営業外費用と

して１００万円、予備費として５００万円を予定しました。 

   資本的支出については、新規教習に備えての大型自動二輪車の購入費用及び法改正

によるパソコンソフトの追加費用で２６９万１千円を予定しています。 

 



増減額 増減率

20,550,000 19,959,000 591,000 3.0

国民健康保険（事業勘定） 6,568,400 6,029,300 539,100 8.9

国民健康保険（施設勘定） 131,800 123,000 8,800 7.2

老人保健 3,796,900 3,860,700 △ 63,800 △ 1.7

介護保険 3,153,500 3,003,400 150,100 5.0

農業集落排水事業 2,143,900 911,700 1,232,200 135.2

小　　計 15,794,500 13,928,100 1,866,400 13.4

水道事業 560,699 984,207 △ 423,508 △ 43.0

松尾自動車教習所事業 186,276 199,107 △ 12,831 △ 6.4

37,091,475 35,070,414 2,021,061 5.8

会　計　別　予　算　規　模　の　比　較

企
業
会
計

比　　　較

合　　　　　　　　　　計

（単位：千円，％）

区　　　　　　分

一　般　会　計

特
 
別
 
会
 
計

平 成 １ ９ 年 度
当 初 予 算 額

平 成 １ ８ 年 度
本 予 算 額
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（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 本予算額 構成比 増減額 増減率

市税 5,944,443 28.9 5,253,457 26.3 690,986 13.2

地方譲与税 450,000 2.2 877,000 4.4 △ 427,000 △ 48.7

利子割交付金 14,000 0.1 21,000 0.1 △ 7,000 △ 33.3

配当割交付金 35,000 0.2 13,000 0.1 22,000 169.2

株式等譲渡所得割交付金 25,000 0.1 17,000 0.1 8,000 47.1

地方消費税交付金 552,000 2.7 502,000 2.5 50,000 10.0

ゴルフ場利用税交付金 82,000 0.4 95,000 0.4 △ 13,000 △ 13.7

自動車取得税交付金 365,000 1.8 304,000 1.5 61,000 20.1

地方特例交付金 63,000 0.3 157,000 0.8 △ 94,000 △ 59.9

地方交付税 5,615,000 27.3 5,363,000 26.9 252,000 4.7

交通安全対策特別交付金 15,000 0.1 15,000 0.1 0 0.0

分担金及び負担金 260,429 1.3 249,453 1.2 10,976 4.4

使用料及び手数料 336,300 1.6 340,617 1.7 △ 4,317 △ 1.3

国庫支出金 1,059,142 5.1 880,122 4.4 179,020 20.3

県支出金 1,069,284 5.2 789,278 4.0 280,006 35.5

財産収入 65,327 0.3 11,732 0.1 53,595 456.8

寄附金 1 0.0 107 0.0 △ 106 △ 99.1

繰入金 1,819,486 8.8 2,056,160 10.3 △ 236,674 △ 11.5

繰越金 100,000 0.5 400,000 2.0 △ 300,000 △ 75.0

諸収入 671,788 3.3 644,174 3.2 27,614 4.3

市債 2,007,800 9.8 1,969,900 9.9 37,900 1.9

歳入合計 20,550,000 100.0 19,959,000 100.0 591,000 3.0

歳　　入　　の　　内　　訳　　（一般会計）

平成１９年度

区　　分

比　　較平成１８年度
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（単位：千円，％）

2,881,055 48.5 2,189,337 41.7 691,718 31.6

2,395,393 40.3 1,754,750 33.4 640,643 36.5

現年課税分 2,359,527 39.7 1,726,750 32.9 632,777 36.6

滞納繰越分 35,866 0.6 28,000 0.5 7,866 28.1

485,662 8.2 434,587 8.3 51,075 11.8

現年課税分 485,462 8.2 433,532 8.3 51,930 12.0

滞納繰越分 200 0.0 1,055 0.0 △ 855 △ 81.0

2,630,982 44.3 2,616,218 49.8 14,764 0.6

2,613,983 44.0 2,595,000 49.4 18,983 0.7

現年課税分 2,539,000 42.7 2,536,000 48.3 3,000 0.1

滞納繰越分 74,983 1.3 59,000 1.1 15,983 27.1

16,999 0.3 21,218 0.4 △ 4,219 △ 19.9

98,882 1.6 94,530 1.8 4,352 4.6

現年課税分 96,171 1.6 92,530 1.8 3,641 3.9

滞納繰越分 2,711 0.0 2,000 0.0 711 35.6

329,139 5.5 348,822 6.6 △ 19,683 △ 5.6

4,384 0.1 4,549 0.1 △ 165 △ 3.6

1 0.0 1 0.0 0 0.0

5,944,443 100.0 5,253,457 100.0 690,986 13.2

市　税　の　内　訳

増減率
本予算額 構成比

平成１９年度

区　　　分 増減

交付金及び納付金

平成１８年度

  入       湯       税

  合                 計

　鉱　　　産　　　税

　軽　自　動　車　税

　市　た　ば　こ　税

　市　　　民　　　税

個　　人

法　　人

　固　定　資　産　税

当初予算額 構成比

純固定資産税
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（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 本予算額 構成比 増減額 増減率

議　　会　　費 223,384 1.1 324,415 1.6 △ 101,031 △ 31.1

総　　務　　費 3,750,011 18.2 3,888,870 19.5 △ 138,859 △ 3.6

民　　生　　費 4,615,283 22.5 4,417,138 22.1 198,145 4.5

衛　　生　　費 2,774,508 13.5 2,773,354 13.9 1,154 0.0

農林水産業費 982,523 4.8 869,130 4.3 113,393 13.0

商　　工　　費 158,681 0.8 173,818 0.9 △ 15,137 △ 8.7

土　　木　　費 1,389,186 6.8 1,368,909 6.9 20,277 1.5

消　　防　　費 999,056 4.9 1,132,518 5.7 △ 133,462 △ 11.8

教　　育　　費 3,171,420 15.4 2,619,459 13.1 551,961 21.1

災害復旧費 4 0.0 4 0.0 0 0.0

公　　債　　費 2,435,943 11.8 2,291,384 11.5 144,559 6.3

諸支出金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

予　　備　　費 50,000 0.2 100,000 0.5 △ 50,000 △ 50.0

歳　出　合　計 20,550,000 100.0 19,959,000 100.0 591,000 3.0

目　　的　　別　　歳　　出　　の　　内　　訳　　（一般会計）

平成１９年度

区　　　分

比　　較平成１８年度
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（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 本予算額 構成比 増減額 増減率

4,405,531 21.4 4,551,709 22.8 △ 146,178 △ 3.2

1,699,338 8.3 1,479,588 7.4 219,750 14.9

2,435,943 11.8 2,291,384 11.5 144,559 6.3

8,540,812 41.5 8,322,681 41.7 218,131 2.6

3,324,561 16.2 3,672,755 18.4 △ 348,194 △ 9.5

83,016 0.4 28,379 0.1 54,637 192.5

3,344,816 16.3 3,319,485 16.6 25,331 0.8

15,293,205 74.4 15,343,300 76.8 △ 50,095 △ 0.3

1,083,942 5.3 1,029,970 5.2 53,972 5.2

239,402 1.2 152,226 0.8 87,176 57.3

1,469,419 7.2 1,521,985 7.6 △ 52,566 △ 3.5

2,414,028 11.7 1,811,515 9.1 602,513 33.3

補　助　事　業 782,291 3.8 48,162 0.3 734,129 1524.3

単　独　事　業 1,631,737 7.9 1,763,353 8.8 △ 131,616 △ 7.5

4 0.0 4 0.0 0 0.0

2,414,032 11.7 1,811,519 9.1 602,513 33.3

50,000 0.2 100,000 0.5 △ 50,000 △ 50.0

20,550,000 100.0 19,959,000 100.0 591,000 3.0

１２．予　　備　　費

歳　　出　　合　　計

１０．普通建設事業費

内
　
訳

１１．災害復旧事業費

投資的経費　小計（１１＋１２）

７．積　　立　　金

８．投資及び出資金

９．繰　　出　　金

４．物　　件　　費

５．維 持 補 修 費

６．補 助 費 等

経常的経費
　小計（１＋２＋３＋４＋５＋６）

１．人　　件　　費

２．扶　　助　　費

３．公　　債　　費

義務的経費　小計（１＋２＋３）

性　　質　　別　　歳　　出　　の　　内　　訳　　（一般会計）

平成１９年度 比　　較

区　　　分

平成１８年度
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特別会計の内容

①国民健康保険特別会計（事業勘定）

《　歳　入　》

（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 本予算額 構成比 増減額 増減率

1.国民健康保険税 2,208,727 33.6 2,233,667 37.0 △24,940 △1.1 

2.国民健康保険料 11,095 0.2 54,112 0.9 △43,017 △79.5 

3.国庫支出金 1,932,335 29.4 2,006,044 33.3 △73,709 △3.7 

4.療養給付費等交付金 699,270 10.7 642,974 10.7 56,296 8.8

5.県支出金 308,589 4.7 323,792 5.4 △15,203 △4.7 

6.共同事業交付金 731,968 11.1 102,000 1.7 629,968 617.6

7.財産収入 655 0.0 65 0.0 590 907.7

8.繰入金 638,251 9.7 559,054 9.3 79,197 14.2

9.繰越金 30,001 0.5 100,001 1.6 △70,000 △70.0 

10.諸収入 7,509 0.1 7,591 0.1 △82 △1.1 

歳　入　合　計 6,568,400 100.0 6,029,300 100.0 539,100 8.9

《　歳　出　》

（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 本予算額 構成比 増減額 増減率

1.総務費 32,892 0.5 34,653 0.6 △ 1,761 △5.1 

2.保険給付費 4,083,581 62.2 4,193,326 69.6 △ 109,745 △2.6 

3.老人保健拠出金 996,329 15.2 1,025,203 17.0 △ 28,874 △2.8 

4.介護納付金 593,419 9.0 544,755 9.0 48,664 8.9

5.共同事業拠出金 785,647 12.0 152,026 2.5 633,621 416.8

6.保健事業費 18,134 0.3 23,422 0.4 △ 5,288 △22.6 

7.基金積立金 655 0.0 65 0.0 590 907.7

8.諸支出金 7,743 0.1 5,850 0.1 1,893 32.4

9.予備費 50,000 0.7 50,000 0.8 0 0.0

歳　出　合　計 6,568,400 100.0 6,029,300 100.0 539,100 8.9

区　　　分
平成１９年度 比　較平成１８年度

区　　　分
平成１９年度 比　較平成１８年度
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②国民健康保険特別会計（施設勘定）

《　歳　入　》
（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 本予算額 構成比 増減額 増減率

1.診療収入 129,228 98.0 116,556 94.8 12,672 10.9

2.使用料及び手数料 367 0.3 284 0.2 83 29.2

3.繰入金 2 0.0 3,801 3.1 △3,799 △99.9 

4.繰越金 2,094 1.6 2,315 1.9 △221 △9.5 

5.財産収入 1 0.0 1 0.0 0 0.0

6.諸収入 108 0.1 43 0.0 65 151.2

歳　入　合　計 131,800 100.0 123,000 100.0 8,800 7.2

《　歳　出　》
（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 本予算額 構成比 増減額 増減率

1.総務費 47,832 36.3 49,200 40.0 △1,368 △2.8 

2.医業費 81,179 61.6 68,946 56.1 12,233 17.7

3.施設整備費 400 0.3 400 0.3 0 0.0

4.予備費 2,389 1.8 4,454 3.6 △2,065 △46.4 

歳　出　合　計 131,800 100.0 123,000 100.0 8,800 7.2

③老人保健特別会計
《　歳　入　》

（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 本予算額 構成比 増減額 増減率

1.支払基金交付金 1,992,928 52.5 2,026,131 52.5 △ 33,203 △1.6 

2.国庫支出金 1,191,055 31.4 1,210,210 31.4 △ 19,155 △1.6 

3.県支出金 297,763 7.8 302,552 7.8 △ 4,789 △1.6 

4.繰入金 314,649 8.3 321,302 8.3 △ 6,653 △2.1 

5.繰越金 2 0.0 2 0.0 0 0.0

6.諸収入 503 0.0 503 0.0 0 0.0

歳　入　合　計 3,796,900 100.0 3,860,700 100.0 △ 63,800 △1.7 

《　歳　出　》
（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 本予算額 構成比 増減額 増減率

1.総務費 6,883 0.2 8,747 0.2 △ 1,864 △21.3 

2.医療諸費 3,780,015 99.5 3,841,951 99.5 △ 61,936 △1.6 

3.諸支出金 2 0.0 2 0.0 0 0.0

4.予備費 10,000 0.3 10,000 0.3 0 0.0

歳　出　合　計 3,796,900 100.0 3,860,700 100.0 △ 63,800 △1.7 

区　　　分
平成１９年度 比　較平成１８年度

区　　　分
平成１９年度 比　較平成１８年度

区　　　分
平成１９年度 比　較平成１８年度

区　　　分
平成１９年度 比　較平成１８年度
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④介護保険特別会計

《　歳　入　》
（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 本予算額 構成比 増減額 増減率

1.介護保険料 589,906 18.7 558,196 18.6 31,710 5.7

2.国庫支出金 689,030 21.8 735,458 24.5 △46,428 △6.3 

3.支払基金交付金 949,372 30.1 908,759 30.3 40,613 4.5

4.県支出金 474,856 15.1 367,728 12.2 107,128 29.1

5.財産収入 12 0.0 1 0.0 11 1,100.0

6.繰入金 450,318 14.3 433,251 14.4 17,067 3.9

7.繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

8.貸付金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

　  9.諸収入 4 0.0 5 0.0 △1 △20.0 

歳　入　合　計 3,153,500 100.0 3,003,400 100.0 150,100 5.0

《　歳　出　》
（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 本予算額 構成比 増減額 増減率

1.総務費 54,948 1.8 54,737 1.8 211 0.4

2.保険給付費 3,047,125 96.6 2,926,455 97.4 120,670 4.1

3.財政安定化基金拠出金 3,194 0.1 3,188 0.1 6 0.2

4．地域支援事業費 40,816 1.3 11,414 0.4 29,402 257.6

5.基金積立金 13 0.0 2 0.0 11 550.0

6.諸支出金 1,404 0.0 1,604 0.1 △200 △12.5 

7.予備費 6,000 0.2 6,000 0.2 0 0.0

歳　出　合　計 3,153,500 100.0 3,003,400 100.0 150,100 5.0

区　　　分
平成１９年度 比　較平成１８年度

区　　　分
平成１９年度 比　較平成１８年度

 18



⑤農業集落排水事業特別会計

《　歳　入　》
（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 本予算額 構成比 増減額 増減率

1.分担金及び負担金 29,343 1.4 30,734 3.4 △1,391 △4.5 

2.使用料及び手数料 16,400 0.7 15,650 1.7 750 4.8

3.国庫支出金 424,200 19.8 202,000 22.2 222,200 110.0

4.県支出金 475,650 22.2 216,250 23.7 259,400 120.0

5.財産収入 42 0.0 3 0.0 39 1,300.0

6.繰入金 179,403 8.4 127,959 14.0 51,444 40.2

7.繰越金 960 0.0 1 0.0 959 95,900.0

8.諸収入 2 0.0 3 0.0 △1 △33.3 

9.市債 1,017,900 47.5 319,100 35.0 698,800 219.0

歳　入　合　計 2,143,900 100.0 911,700 100.0 1,232,200 135.2

《　歳　出　》
（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 本予算額 構成比 増減額 増減率

1.総務費 40,490 1.9 24,924 2.7 15,566 62.5

2.事業費 1,991,529 92.9 788,577 86.5 1,202,952 152.5

3.公債費 111,181 5.2 97,499 10.7 13,682 14.0

4.予備費 700 0.0 700 0.1 0 0.0

歳　出　合　計 2,143,900 100.0 911,700 100.0 1,232,200 135.2

区　　　分
平成１９年度 比　較平成１８年度

区　　　分
平成１９年度 比　較平成１８年度
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取崩額 積立額 取崩額 積立額

3,956,403 774,872 1,103,418 4,284,949 1,627,701 11,861 2,669,109

1,929,145 1 202,390 2,131,534 9,775 2,141,309

157,148 13 157,161 438 157,599

9,747 1 1 9,747 39 9,786

564,812 1 3,136 567,947 6,684 574,631

290,731 20,148 310,879 21,243 332,122

109,233 11,720 120,105 217,618 55,000 851 163,469

6,073 502 6,575 527 7,102

909,887 1,173 911,060 5,986 917,046

20,000 3 20,003 61 20,064

76,790 1 5,180 81,969 5,421 87,390

22,006 5,250 1 16,757 16,783 26 0

0 1,000,040 1,000,040 1,021,030 2,021,070

現　金 529,615 213 529,828 120,000 1,097 410,925

土　地 3,197.62㎡ 3,197.62㎡ 3,197.62㎡

8,581,590 791,846 2,456,323 10,246,067 1,819,484 1,085,039 9,511,622

255,863 186,074 345,071 414,860 100,000 567 315,427

10,000 1 10,001 1 10,002

10,541 2,000 12,541 1 1 12,541

7,490 4,142 11,632 1 13 11,644

14,264 2 14,266 14,309 43 0

8,879,748 977,920 2,807,539 10,709,367 1,933,795 1,085,664 9,861,236

※財政調整基金の平成18年度中積立額については、平成17年度決算剰余金積立1,100,000千円を含んでいます。

基　　金　　の　　状　　況

基　金　名

地域振興基金

財政調整基金

減債基金

ふるさと創生基金

教育施設等整備基金

庁舎建設基金

(単位：千円）

平成１９年度中増減

国民健康保険財政調整基金

国保日向診療所財政調整基金

介護給付費準備基金

合　　　　　計

農業集落排水事業受益者
分担金基金

国民健康保険高額療養費資金
及び出産費資金貸付基金

土地開発基金

福祉基金

公共下水道等整備基金

小　　　計

育英事業基金

公共施設等整備基金

松尾台工業団地公共施設
整備基金

平成１７年度末現在高 平成１９年度末見込高

災害救助基金

松尾台工業団地汚水処理
施設整備基金

平成１８年度中増減
平成１８年度末見込高



取崩額 積立額 取崩額 積立額

3,956,403 774,872 1,103,418 4,284,949 1,627,701 11,861 2,669,109

1,929,145 1 202,390 2,131,534 9,775 2,141,309

157,148 13 157,161 438 157,599

9,747 1 1 9,747 39 9,786

564,812 1 3,136 567,947 6,684 574,631

290,731 20,148 310,879 21,243 332,122

109,233 11,720 120,105 217,618 55,000 851 163,469

6,073 502 6,575 527 7,102

909,887 1,173 911,060 5,986 917,046

20,000 3 20,003 61 20,064

76,790 1 5,180 81,969 5,421 87,390

22,006 5,250 1 16,757 16,783 26 0

0 1,000,040 1,000,040 1,021,030 2,021,070

現　金 529,615 213 529,828 120,000 1,097 410,925

土　地 3,197.62㎡ 3,197.62㎡ 3,197.62㎡

8,581,590 791,846 2,456,323 10,246,067 1,819,484 1,085,039 9,511,622

255,863 186,074 345,071 414,860 100,000 567 315,427

10,000 1 10,001 1 10,002

10,541 2,000 12,541 1 1 12,541

7,490 4,142 11,632 1 13 11,644

14,264 2 14,266 14,309 43 0

8,879,748 977,920 2,807,539 10,709,367 1,933,795 1,085,664 9,861,236

※財政調整基金の平成18年度中積立額については、平成17年度決算剰余金積立1,100,000千円を含んでいます。

平成１７年度末現在高 平成１９年度末見込高

災害救助基金

松尾台工業団地汚水処理
施設整備基金

平成１８年度中増減
平成１８年度末見込高

土地開発基金

福祉基金

公共下水道等整備基金

小　　　計

育英事業基金

公共施設等整備基金

松尾台工業団地公共施設
整備基金

国民健康保険財政調整基金

国保日向診療所財政調整基金

介護給付費準備基金

合　　　　　計

農業集落排水事業受益者
分担金基金

国民健康保険高額療養費資金
及び出産費資金貸付基金

基　　金　　の　　状　　況

基　金　名

地域振興基金

財政調整基金

減債基金

ふるさと創生基金

教育施設等整備基金

庁舎建設基金

(単位：千円）

平成１９年度中増減

 20



（単位：千円，％）

増減額 増減率

組合立国保成東病院 435,674 441,000 △ 5,326 △ 1.2

山武郡市広域行政組合 1,167,303 1,183,977 △ 16,674 △ 1.4

山武郡市広域水道企業団 125,271 142,280 △ 17,009 △ 12.0

九十九里地域水道企業団 80,628 87,254 △ 6,626 △ 7.6

東金市外三市町清掃組合 273,033 281,903 △ 8,870 △ 3.1

山武郡市環境衛生組合 492,885 457,982 34,903 7.6

予　算　総　計 2,574,794 2,594,396 △ 19,602 △ 0.8

※　山武郡市広域行政組合負担金については、介護保険特別会計予算計上分を含む。

一　部　事　務　組　合　負　担　金　一　覧　表

組　合　名
平成１９年度
当初 予算額

比　較

平成１８年度
本 予 算 額
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